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（１）コストも経済性も重要。でも、大事なことにはもっと大事なこともある。

私たちはコストや経済性だけで生きているわけではない

（庶民の知恵：「安物買いの銭失い」）

私たちはどのような未来を将来世代に手渡すのか？

現世代にとってのコスト計算だけでなく、「将来世代への責任」をどう考えるのか?

どういう価値観と時間軸でエネルギー政策の議論をするのか？

（２）エネルギーは国民が依存し、国民が影響を与えるもの

「国民の国民による国民のためのエネルギー政策」へ

委員会のオープン化：大きな一歩

国民的議論に向けて

× 終わったあとの全国数ヶ所での説明会

○ 委員会の議論を並行しての国民的議論をデザイン・運営する

例：委員会のパブリック・ビューイング

若い世代の議論に耳を傾ける

（３）エネルギー問題は「量」と「質」の問題

どうやって発電するか（質）だけでなく

どのくらいのエネルギーが必要なのか（量）を問い、変えていくべき

量を取り組み対象に含めること

今夏の節電効果などから学び、活かしていくこと

そのために必要なデータを出させること
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